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セクションＡ 大学等への処方箋 セクションＢ 産業界への処方箋

① 産学官連携を「コスト」ではなく「価値」への投資としてとらえ、「知」を価値付け（値付け）する手法を整理

② 「組織」から大学発ベンチャーを含む「エコシステム」へと視点を拡大

③ 大学等と産業界の両者を対等なパートナーとして、産業界向けの記載を新たに体系化

特 徴

Ａ-１．資金の好循環

１ 研究者等の有する「知」への価値付け
２ 研究成果として創出された「知」への価値付け
３ 必要となるコストの適切な分担

Ａ-２．知の好循環

４ 知的財産権の積極的活用を前提とした契約

Ａ-３．人材の好循環

５ 兼業・クロスアポイントメント制度の活用

Ａ-４．産学官連携の更なる発展のために検討すべき事項

６ 大学等の外部の組織の活用
７ 研究・産学官連携に対するエフォートの確保

Ｂ-１．プロジェクトの構想・設計

１ 経営層のコミットメント
２ 様々な経路でのパートナー探索
３ ビジョンやゴールの設定

Ｂ-２．共同研究のマネジメント

４ 連携の責任者と窓口の一元化・明確化
５ 複層的なコミュニケーションと進捗管理

Ｂ-３．パートナーへの投資

６ 連携により得られる「価値」への投資
７ 大学のマネジメント等に対する適切な支出

Ｂ-４．長期的な人的関係の構築

８ 人材交流の深化
９ 次世代を担う人材の育成

Ｂ-５．研究成果の事業化

10 共同研究から事業化までの継ぎ目無い接続
11 価値創造のための知的財産の戦略的活用

「コスト積み上げ」のみならず、常勤教員・学生の関与時間に対する報酬、成功報酬等の「知」
の価値付けの手法を提示
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ガイドライン

今後、組織連携に取り組む/拡大する企業

分析 共有

産学官連携により新たな価値創造を目指す企業のために、先行事例を分析して
手法を体系化、グッドプラクティスを共有

2016年ガイドライン実現上のボトルネックへの処方箋について整理するとともに、
社会情勢と産業構造の変化に伴う新たな処方箋を提示
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